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 第 1 章・第 2 章では，米国における学寮および学寮プログラムの発展の歴史的経緯，な
らびに近年の学習者中心主義の学寮への転換の実態を明らかにした。米国の学寮は，もと


















WISH（第 1 節），一橋大学小平国際学生宿舎（第 2 節），麗澤大学グローバルドミトリー


































































































委譲されていったのである（Boone et al., 2016）。 
さらに，19 世紀から 20 世紀の初頭にかけて，米国の大学そのものに大きな変化が起こるこ
とにより，学寮の在り方や運営に携わるスタッフも変容した。 
大学の変化について説明するならば，端的には次の 3 点にまとめられる。第 1 に，古典的・
伝統的なカリキュラムからの脱却と実学の重視である。特筆すべきは，1862 年のモリル法
（Morrill Act）の制定により，農学や工学などに関する教育や研究を行う大学，いわゆる，ラ
ンド・グラント・カレッジ（Land-grant College）が創設されたことである。第 2 に，ドイツ
への留学から米国へ帰国した大学教員らによる，研究重視の大学創設の動きである。具体的に








































































関する全米を代表する専門職団体である American College Personnel Association（以下，
ACPA）は，RA の職務や研修の内容に関する調査を 1972 年に実施している。調査は，ACPA
のもとに設置された委員会（CommissionⅢ, Student Residence Programs）によって企画さ
れ，150 機関の学寮担当職を対象とするものであった。そこで，同調査の結果から，RA の職
務に関する主要なデータを紹介しよう（Greenwood et al.，1975）9)。 
まず，調査に回答した114機関の所在地を確認すると，田舎（Rural Setting）が34機関（30%），
郊外（Suburban Setting）が 35 機関（31%），都市（Urban Setting）が 44 機関（38%），非
回答が 1 機関（1%）となっている。 
つぎに，各機関が雇用する RA の人数を確認すると，平均で 1 機関あたり 69 人の RA を雇
用されていたことが看取できる。 
さて，表１は，学生担当職一人当たりの RA の数をまとめたものである。これによれば，学
生担当職一人が 50 人以下の RA をマネジメントする規模の大学が全体の半数程度（48％）を
占めていることが分かる。他方で，学生担当職一人当たり 100 人を越える RA を擁する大学も
20％程度存在している。 
表 2 は，RA 一人当たりの学寮生の数をまとめたものである。 




平均は 36.5 人となっている。 
このような値からは，おおよそワンフロア当たり 20 名から 40 名程度の学生が居を構え，そ






















注：Greenwood et al., (1975)Table2 を訳出 
 
 









RAの職務 機関数 割合 機関数 割合 機関数 割合 機関数 割合 機関数 割合
学寮の運営 103（90.4%） 7.5 （6.6%） 18（15.8%） 3.5 （3.1%） 2.5 （2.2%）
カウンセリングの実施 111（97.3%） 79.5（69.7%） 56.5（49.6%） 17（14.9%） 50.5（44.3%）
学寮生のしつけ 106（92.9%） 4 （3.5%） 5 （4.4%） 71.5（62.7%） 24.5（21.5%）
学寮での待機 99（86.8%） 6.5 （5.7%） 21.5（18.8%） 0 （0%） 1.5 （1.3%）
プログラムの企画 95（83.3%） 4.5 （4.0%） 8 （7.0%） 13（11.4%） 27（23.6%）
その他 6 （5.2%） 4 （3.5%） 1 （0.9%） 1 （0.9%） 3 （2.7%）
非回答 2 （1.7%） 8 （7.0%） 4 （3.5%） 8 （7.0%） 5 （4.4%）
実施状況 最も重要 最も時間がかかる 最も実施が困難 最も研修が困難
RAの人数 機関数 割合
 1-25人 27   （24%）
 26-50人 27   （24%）
 51-75人 20   （17%）
 76-100人 15   （13%）
 101-125人 10   （  9%）
 126-150人 7   （  6%）
 151-175人 1   （  1%）
 176-200人 1   （  1%）
 200人以上 5   （  4%）
 非回答 1   （  1%）
 合計 114 （100%）
学寮生数 機関数 割合
 　0-5人 3 （3%）
　 6-10人 1 （1%）
 　11-15人 3 （3%）
　 16-20人 5 （4%）
　 21-25人 21 （18%）
　 26-30人 16 （14%）
　 31-35人 13 （12%）
　 36-40人 17 （15%）
　 41-45人 5 （4%）
　 46-50人 15 （13%）
　 51-55人 4 （4%）
　 56-60人 6 （5%）
































































ョン（Alexander Meiklejohn）による実験的な教育実践である（Inkelas et al., 2008）。イギリ
ス生まれの哲学者であるミクルジョンは，ウィスコンシン大学マディソン校（University of 
Wisconsin at Madison）において，学寮において教員と学生とが生活を共にし，学ぶという取
















寮において 1 年次生向けのプログラム（First-year Experience Program）として提供している
という（Adams et al., 2016）。 
なお，米国の大学において展開されている LLPs の全体像については，数年に一度の頻度で，
全米調査（National Study of Living-learning Programs；以下，全米LLPs 調査）がなされて














































































立大学（Bowling Green State University）附設の全米学生支援資料室（National Student 
Affairs Archives）において複写した資料である。具体的には，以下の資料を複写したもの
である。 
・MS-319 American College Personnel Association, Commission for Housing and 
Residential Life. Box-2 



















8) Schroeder C. C. et al. (1994: 8)より。 






10) LLPs は通常，学問的なテーマを設定することが多いとされている（Inkelas, 2008）。 
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1994 年に ACPA（American College Personnel Association）は，『学生学習の責務(The 
Student Learning Imperative, 以下，SLI と呼称)(ACPA，1994)』を発表し，教員や大学
管理者とともに，学生担当職も学生の学習に責任を持つことを宣言した。これを受け，学
寮担当職のための専門職団体である ACUHO-I（Association of College and University 








 その後，2004 年に ACPA と NASPA（the National Association of Student Personnel 
Administrators）が共同で発表した『学習の再考(Learning Reconsidered, 以下 LR と呼














1960 年代に登場した大学生の発達プロセスに関する「学生発達理論 (student 
development theories)」には，いくつかの系譜が存在していた。中でも，マーシア（James 






































































































































































































目標の参照元となる全米基準には，CAS（Council for the Advancement of Standards）
の『自己評価ガイド（Self-Assessment Guide）（2010）』『複数領域のプログラムレビュー
実施（Implementing a Program Review of a Multi-Functional Area）（2018）』や，
ACUHO-I による『カレッジ＆大学学寮担当職のための基準および倫理的原則(Standards 



































 それではここで，学寮プログラムのアセスメントの実践について，2016 年 5 月 25 日に
筆者が訪問調査を実施したメリーランド大学（University of Maryland）カレッジパーク
校の学寮生活部門（Department of Resident Life）の事例を見ていきたい。 
 メリーランド大学 7)は 1856 年に設立された大規州立大学であり，2016 年秋学期の在籍
学生は 39,083 名（内，学士課程学生は 28,472 名，女子学生率 47.1%，パートタイム学生
率 11.9％）であり，15 の学部・スクール，92 学士課程教育，107 修士課程，83 博士課程
の教育プログラムを有する。学寮には 11,249 名の学生が居住しており，うち，4,205 名が
新入生である。新入生の 92.2%，全学士課程学生の 40.8%が寮に居住。入学 1 年後のリテ


































































（Residence Hall Evaluation Project）」と呼称される学寮学生に対する満足度調査を，













げられる。評価を始めた 2015 年時点では，6 年卒業率（大学全体では 85％）は非学寮生
よりも学寮学生の方が 10％高く，かつ 4 年卒業率（大学全体では 70％）ではさらに顕著
であり，非学寮生よりも学寮学生は 22％高いという結果であった。特にメリーランド大学
では 1 年次終了時点でのリテンション率は 95%と比較的高いが，その後徐々に下がってい

















































典拠：学寮生活部門『学寮における学生の学習のアセスメント（Assessing Student Learning in the Residence 
Halls）（2011）』を翻訳，編集。 
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値はないが，2005 年の復旦大学や西安交通大学での導入後から数えて 2017 年 3 月末まで

















































表 1 史（2015a; 2015b）による現代書院制教育の分類 












表 2 庄（2015）による現代書院制教育の分類 






















































 1905 年創設の復旦大学は中国国内でも有数の大学である。2017 年現在，32 学部・学科，
74 専攻に，1 万 3 千人（本科（学部）課程と専科（短期）課程の合計）の学生が在籍する。
大学の教養教育改革を主に担う部署として，2005 年に「復旦学院」を設けている。同学院
内には「通識教育センター」があり，さらに同学院の下部組織として 5 つの「書院」（志
徳書院，騰飛書院，克卿書院，任重書院（以上 2005 年設立），希徳書院（2012 年設立）。



















表 3 復旦大学法学部生のカリキュラム（2017） 










































基礎教育 法学基礎理論，政治学原論，社会学概論，憲法，国際法など 18 単位 
専門教育 中国法制史，行政訴訟法，民法，社会実践，卒業論文など 85 単位 
選択科目 2 単位 






















































は導師制を採り入れ，文学部の教員（20 人程度）が書院の学生（全学生 120 人程度）の
学習面のサポートをしている。学生数が少ないため，丁寧な指導が可能になっている。そ
のためか，学生からも，保護者からも書院の教育や活動に対する満足度は高い 23)。現在書




















部を設置しており，2016 年時点で学部学生は約 1 万 7,000 人を数え，この大半が学内に
ある 8 つの「書院」に分かれて居住している 25)。 
同大学は 2004 年に幅広い基礎教育の上に高度な研究型人材を育成することを目的とし
































図2 書院の組織図                図3 書院で育成が目指されている資質能力 
 
表 4 各書院で提供されているプログラムの一例 













































































































































本稿は JSPS 科研費 16K04625 の助成を受け行った研究成果の一部です。 
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24) 同上。 
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交流（ウェブマガジン）』2017 年 9 月号（vol.78），1-11 頁（https://www.jasso.go.jp/r
yugaku/related/kouryu/2017/__icsFiles/afieldfile/2017/09/07/201709yamazakinaoya.
pdf）＜2018 年 10 月 20 日アクセス＞。 





姜泓冰・楊彦・尹世昌（2011）「書院制改変了什么？」『人民日報』2011 年 9 月 16 日 
（http://edu.people.com.cn/GB/15675905.html）＜2018 年 10 月 21 日アクセス＞。 
崔海浪・李昆峰（2015）「我国高校“書院制”探索概述与思考」『大連学院学報』第 14 巻第
11 期，81-87 頁。 
庄瑜（2015）「現代大学書院通式教育課程体系－基於大中華区十五所書院的研究」『世界教














1 期，13-18 頁。 























しているのが国立大学で 98.8％，公立大学で 89.7％，私立大学で 78.1％，そして高等専
門学校で 98.0％となっている（日本学生支援機構編，2017: 44-5）。とりわけ，国立大学で









































































河合（1996） ○3 年間の寮監による寮生の指導から検討 
「学寮の特質と寮生の指導に関する一考察」 














































 表 2 戦前の高等教育システムの設置数（一部） 
 官立 公立 私立 計 
帝国大学 7 ― ― 7 
大学 12 2 26 40 
高等学校 25 3 4 32 
専門学校 8 9 104 121 
高等師範学校 4 ― ― 4 
出典：天野（2017: 10）より一部参照し，筆者作成。 


























表 3 戦後初期における「学寮政策」とその文書 
年 文書名及びその答申名 編者・機関名 





















































































 表 5 での『学生助育総論』の「学寮」がどのように位置づけられているのかを見ていく
と，既に前提として「教育」の視点は含まれていること捉えることができる。 




































 前節の繰り返しにもなるが，戦後初期の「学寮政策」からすればこの表 6 での答申「大
学における学生の厚生補導の組織およびその運営の改善について」（答申③）や関連資料に
おいて，どのような「学寮像」が審議され，大学へ政策的に示されたと考えられるのか。 



































































1) 「大学等における学生支援の取組状況に関する調査（平成 27 年度）集計報告（単純集
計）」（日本学生支援機構編，2017）においては，「学生寮」という用語で記述されて
いる。 
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図 1 大学・短期大学・高等専門学校における学寮の設置状況 
 
高等専門学校ではおよそ 9 割を超える設置率を維持しているのに対し，大学や短期大学
では半数程度の設置状況である。とはいえ，大学における設置率はこの 10 年間で 10 ポイ
ント以上も増加しており，特に 27 年度調査と 29 年度調査では 4 ポイントもの増加が示さ

















多くが国立である高等専門学校同様，およそ 9 割の設置率を維持している。29 年度調査で
は設置率が 96.5％に及んでいることから，いまや「国立大学では，ほぼすべての大学に学
寮が設置されている」といえよう。 











29 年度調査によれば，今後（平成 30 年度以降），学寮を設置ないし増設する予定がある






















































出典：全国大学生活協同組合連合会（2018）「第 53 回学生生活実態調査」 























































































































による異文化理解・外国語能力向上」を理由としている大学は，25 年度調査と 27 年度調














































































































中規模大学大（同 1,700～4,399 名）13.5％，中規模大学小（同 800～1,699 名）11.9％，
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ーパーグローバル大学（Super Global University）等事業，以下「SGU 事業」とする。）
の構想調書では，国際教育寮の有無およびそこで実施される教育的な取組みについての記
述が求められており，大学の国際化における政策の中でも重視されていることが分かる。 













大学の Web サイトで確認したところ，2016 年 11 月現在，牧田（2013）が挙げている 28
大学のうち 17 大学において，RA または類似の役割が設けられていた。また，SGU 事業
















で直営，RA の配置がある国際教育寮について，前掲の牧田（2013）3)および SGU 事業採
択校の構想調書から行った。その結果，立命館アジア太平洋大学（Ritsumeikan Asia Pacific 
University，以下「APU」とする。）の「国際教育寮 AP ハウス」と，早稲田大学の「国際
学生寮 WISH（Waseda International Student House）」を選定した。事例調査は，2016
年 8 月～12 月に，文献調査，学寮関係教職員および RA と居住者からの聞取調査，RA の
研修および活動の参与観察等のフィールドワークによって実施した。 
 
２． AP ハウス 
 
(1) 国際教育寮の概要と歴史 
AP ハウスは，APU 開学時の 2000 年に建設された，キャンパス内の国際教育寮である。
2016 年 5 月現在，1,073 人の学生が暮らしており，うち留学生が 60％を占める。男女比は
46：54 である。主な居住者は，1 年生であり，1 年生の修了時には，基本的に卒寮するこ
とになっている。 
















グラムの 1 つに位置づけられる。 





デントオフィス）の分室（現在の AP ハウスオフィス）が，AP ハウス内に設けられた。RA
についても，AP ハウス設立時から留学生のお手伝い役として設けられていたものが，寮の
リーダーとして定義され，育成制度の強化拡大が行われた 5)。  
 
(2) RA の役割と組織 
AP ハウスの RA は，2・3 年生を中心とした総勢 64 人からなる。男女比，留学生・国内
生の比は，半々である。任期は 1 年，継続可能である。RA は月 2 万円の奨学金を受けて
いるが，寮費（留学生 3.9 万円，国内生 4.9 万円，それぞれ月額）は自己負担である。 










るための，全体および班別の RA ミーティングや RA 研修の企画・実施等もあり，任務量
は多い。 
64 人の RA は，リーダー1 人とサブリーダー2 人を筆頭に組織されている（この 3 人は
「リーダーズ」と呼ばれる）。その下に棟リーダー6 人と，一般の RA がいる。  
 





 APU で RA の育成を行うのは，スチューデントオフィス（学生部）および AP ハウスオ
フィス（スチューデントオフィス分室：AP House Office，以下「APHO」とする。）であ
る。APHO の構成は，常勤職員 1 人，契約専門職員 1 人，契約事務職員 4 人である。常勤
職員は，スチューデントオフィスの職員で，かつ，AP ハウス統括責任者であり，契約専門
職員 1 人と契約事務職員 2 人が，RA に関する業務の調査・企画・実施および関連事務を
担当している。APHO は，大学の方針に沿うようにスチューデントオフィスの指示を受け
つつ，RA の育成を行っている。 
RA の育成を担当しているのは，主に 3 人で，職員が上記のうち常勤職員と契約専門職員，
教員が 1 人である。職員 2 人は，言語教育の教歴があり，日英堪能である。教員は，教育
開発学修センター所属で主に初年次教育を担当しており，RA の育成研修では，コンテンツ
への助言や RA についての講義を行っている。留学生向け学生寮の責任者（レジデントデ






志願者につき 2 人の RA が面接する。個人面接は，職員 2 人と RA 2 人が，20 分程度かけ
て面接する。合格者の決定権は APHO にある。なお，志願者が寮生の場合は，それまでの
生活態度やイベントへの参加状況等も考慮している。 










えにもとづいている（秦・平井，2013: 11）。授業のレベルは 4 段階設定されており，はじ








表 1 AP ハウスの RA の研修（2016 年秋セメスター） 
活動テーマ：”Fulfillment”（寮生の生活の満足） 






















































8. 自 己 紹
介 
RA 全体での自己紹介 RA  




































ｲﾍﾞﾝﾄのための備品予約 RA  
項目 概要 講師 備考 
16. ｲ ﾍ ﾞ ﾝ ﾄ
の作り方
基本的なｲﾍﾞﾝﾄの作り方 RA  
17. ｺ ﾞ ﾐ 分
別の仕方














































































 大学からの RA に対するスーパービジョンは，管理運営面で重要であると同時に，学生
の成長を促す機会となっている。AP ハウスでは，APHO が行っている個人面談であり，
定期的なものと，随時のものがある。定期的なものは，セメスターに 1 度実施する，64 人
の RA 全員と面談である。その際，活動の様子を聞き取るとともに，学業との両立につい
て，成績をもとに確認している。随時のものは，RA の求めに応じ，また，管理室からの日
報で名前があがるなど，何らかの介入が必要となる RA がいれば行っている。 
自己評価は，セメスターごとに RA が立てる個人や棟としての目標について，中間と期
末に振り返りを求めている。これに対し APHO は，コメントを行っている。 
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 ３． WISH（Waseda International Student House） 
 
(1) 国際教育寮の概要と歴史 
WISH は，2014 年春に入居が始まった比較的新しい国際教育寮である。2016 年 9 月現











 WISH において実施されている主な教育プログラムは，「SI（Social Intelligence）プロ




育成会社からの派遣であった 6)。費用は，寮生が年間 2 万円を負担しているが，一部は協
力企業や校友会からの寄付によって賄われている。 




教育としての「RA 指導」が含まれており，国際教養学部の開設に合わせ 2004 年に設置さ
れた WID7)で RA を初めて導入して以来，本格的に育成が開始されている。更に，開寮か
ら程なく，成果を踏まえた議論により，「学生寮は単なる住居ではなく，学生の成長の場
として位置づける」ことが正式に決定されると，教育寮の運営を展開する使命をおびた学






 (2) RA の役割と組織 
WISH の RA は，2 年生以上を中心とした 37 人からなり，男女比は半々である。任期は
半年で，継続可能である。RA に占める留学生の割合は非公表である。RA には，活動場所






その一環として，RA 自身による SI プログラム作りが始まっていた。次に，RA 制度にお
ける任務には，寮生の相談・要望への対応，月々のフロアミーティングの開催，イベント
の開催，セメスターごとの入退寮のサポートと歓迎会の実施，留学生の手続き補助などが
ある。更に，RA 組織を機能させるための RA ミーティングが，全体，班別，フロア別に行
われている。なお，2016 年 4 月以降は，上記の任務以外にも，RA が自主的に勉強会や留
学相談会などを行うようになり，いくつかは定期的に開催されてきているという。このよ
うに，WISH の RA の任務は多岐に渡るが，過重とならないように配慮もされている。そ
れは，RA はチームワークで行い，過度な負担を求めず，学業や社会経験，他の課外活動と
のバランスをとることを推奨する，レジデンスセンターの方針があるためである 8)。  








管理職職員は，本部にあるレジデンスセンターに課長が 1 人，WISH にある中野分室に課




員が 3 人で，常勤嘱託職員が 2 人である 9)。専任職員のうち，管理職（課長級調査役）が 1











2016 年 9 月現在，学部 3・4 年生を対象とした RA の選考は，書類選考と，個人面接・
行動観察・エッセイの 2 段階で行われている。書類選考は，申請書，志望理由書および学





は常に見直されており，2016 年 11 月に発表された 2017 年度の RA 選考においては，意欲
や問題解決力を問う提出書類が追加され，寮外生の志願者には「インターン」として 1 週
間の行動観察も課されることになった。これは，RA のモチベーションのばらつきが問題と
なっていたため，レジデンスセンターと RA で解決策を検討した結果である。 
 研修は，早稲田大学の WISH 以外の寮 11)の RA と合同で，半日から終日かけて，年に 2
～3 回程度開催されている（早稲田大学レジデンスセンター，2015）。2 種類があり，基礎
的な研修とテーマ研修からなる。まず，基礎的な研修は，新規採用者を迎える 3 月と 8 月
に実施されており，RA の役割理解，課題と解決策の共有からなる。RA の役割理解では，












ー長と RA の直接の意見交換の機会も設けられていた（外部非公開）。2016 年秋学期の
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 WISH における RA の研修について，内容と講師をまとめた【表 2】。 
なお，RA 育成のための正課は，早稲田大学では設定がない。 
 
表 2 WISH の RA の研修（2016 年秋学期） 
基礎的な研修 
項目 概要 講師 
RA の 役 割 理
解・任務説明 
 国際教育寮の理念や RA のミッションの確認
 ハウスマスターやレジデンスセンターとの役割分担について
の説明 























えており，RA からも同様の主旨の発言があった 12)。 
 
③ スーパービジョン・自己評価 
 WISH におけるスーパービジョンには，RA 活動中の面談および活動レポートの評価が
あり，レジデンスセンターが実施している。面談には，定期的なものと随時行うものがあ
り，定期的なものは，継続 RA に対して，継続面談（半年に 1 回）が行われる。これに加
え，新規採用者には，嘱任面談（採用前 1 回）と新規採用者面談（月 1 回を活動開始から
3 か月間）が行われる。全て個別面談である。中野分室においては，職員全員が，RA の相
談にいつでものれる体制があるとのことである。活動レポートは，月に 1 度提出を求めて









 事例調査では，まず，RA 育成の背景として，2 つの国際教育寮の概要，そして，歴史を
取り上げた。2 事例とも，学寮の主たる目的が厚生から教育へと変化したのを機に，寮教
育担当部署が設置され，明示的な寮教育プログラムが開始されていた。そして，寮におけ
るリーダーとしての RA 育成が本格的に開始されていた。 






















発展につなげられる機会が設けられていた。一方で，WISH の RA の研修は，年に数日間
であり，AP ハウスと比して多くはないが，背景には，発展途上の RA の役割や任務につい
て学生がつくり上げていくプロセスを重視する大学側の考えがあり，学生の主体的な活動
を促す指導が志向されている点については，2 事例で共通していると言える。  








この 2 つの事例はよく示していると思われる。 
 









3) 各大学の Web サイト等で確認し，2016 年 11 月時点の情報で筆者が更新した。 
4) 平和学習のための校外学習であり，年に 2 回実施される。  
5) 中村らの RA 育成プログラム論文（2006）が書かれたのはこの頃である。 
6) フィールドワークの際に得た情報である。 
7) Waseda International Dormitory，早稲田大学の提携寮。 
8) RA 育成担当職員からの聞取調査 
9) これに加え，WISH の運営を担う民間の学生寮運営会社から，大規模な大学直営寮の
運営ノウハウを学ぶため，1 人の社員が出向という形で勤務している。 
10) RA 育成担当職員からの聞取調査 
11) 早稲田大学の他の直営寮および提携寮 
12) RA 育成担当職員と RA からの聞取調査 
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年 4 月に，学務部国際課の宿舎担当職員として着任し，留学生の入寮や RA 採用に加え，
1 年間 RA 活動の支援に携わった。2018 年 4 月以降は，宿舎担当の通年業務である前述の










7 つの建物（A 棟・B 棟・C 棟・D 棟・E 棟・N 棟・S 棟）から成るこの大型国際寮で
は，「良好な居住および勉学環境を提供するとともに，国際意識の高揚に資する」（一橋大
学，2004）という理念のもと，3 種類の「混住」の形が存在する。 





   
2 つ目は，入居学生の所属大学が 4 つの国立大学から成ることである。入居者のうち，







(2) RA の概要 
小平国際学生宿舎に居住する全ての学生は，学生主体の「ISDAK」（International 
Student Dormitory Association in Kodaira）と呼ばれる寮生のコミュニティに所属してい
る。この ISDAK の中で様々なイベントの企画や運営を執り行っているのが RA である。
2018 年 8 月末時点で，ISDAK では 37 名の RA（学部生 28 名，大学院生 9 名）が活動を
している。RA の所属大学別の内訳は，一橋大学 28 名，東京学芸大学５名，東京農工大学
2 名，電気通信大学 2 名と，それぞれの大学の入居者数に比例して，各大学で RA を採用
している。 
RA 以外に，約 35 名のコミュニティ・アシスタント（CA）が各共用ユニット（6 人）





２． RA 活動業務 
 












   
 
表１ 平成 29 年度 RA 活動業務の概要 












CA 班 CA のマネジメント，連絡調整，CA 会議とりま
とめ 
D 棟班 D 棟（夫婦・家族棟に住む）居住者サポート 
面接研修班 RA・CA 面接官の調整，引継ぎ合宿とりまとめ 
Music Party 班 毎月の音楽イベントの企画・実施 
環境・備品班 外部との連絡窓口及び ISDAK 備品の管理 
月 1 回の共用部清掃チェック・報告 

















尚，RA の面接研修班からの要望に応じて，宿舎アドバイザーが RA の心得についての
− 97 −
   
講話を提供することや，外部講師に研修の一部を依頼することもある。 
 
表２ RA 研修の概要 
開催時期 内容 時間 
毎年 3 月頃 新 RA 紹介，通年・短期班振り分け，寮運営の概
要の説明，書類手続き等 
終日 




毎年 9 月頃 班ごとの問題点や改善案の意見交換・活動の方向
性の検討等 
1 泊 2 日
合宿 
注：本表は，次の RA の引き継ぎ書として毎年作成される「RA 活動報告書（内部資料）」をもとに執筆者が作成
した。 
 
３． RA・CA に対する支援体制 
 
  ISDAK の RA や CA の学生を支援するため，一橋大学では留学生担当教員が宿舎アドバ
イザーを兼任し，RA や CA の支援を担当するとともに大学との調整役を果たしている。













４． RA・CA を取り巻く課題 
 
(1) RA・CA への教育的配慮について 
− 98 −
   
一橋大学では，RA が主体となって寮の運営を行う体制が成立しているが，その陰で２
つの課題が存在している。 
 一つ目の課題は，RA に対する RA としての教育的配慮や支援が限られている点である。
RA の組織運営業務に焦点を当て検証すると，留学生の増加や組織内の班の細分化により，
















(2) RA・CA の「在り方」への問いとモチベーションの低下 
担当者が日常的に RA と接した際の様子や，取りまとめ役を担う RA から相談を受けた
経験から振り返ると，RA 制度を取り巻く二つ目の課題として考えられるのが，RA のモチ




















上記に挙げた通り，RA への教育的配慮も RA・CA の役割の見直しも，重要な検討課題








(1) RA が考える RA 活動―アンケート調査の実施― 












出会いに，多くの RA は価値を見出している。 
次に「得られたもの」として記述が多かったのは，「異文化間能力」だった。「留学生と
の共同生活」という基礎的なスキルに加え，「文化背景の違う留学生の生活支援」や「国際
































できることが重要であると，一部の RA は感じている。 
 
「活動を通して得られるもの」 vs.「RA に必要不可欠なスキル」 












化能力が自然に構築されると RA は認識している。 
必要なスキルとして挙げられたものの中で，得られるものに含まれなかったのは，「リー
ダーシップスキル」や，「平等に接する」など，本人の経験や価値観に付随するものである。













(2) HOUSE 会議開催 
2017 年 10 月 27 日に，一橋大学小平国際キャンパスにおいて，学寮交流会「第一回






加者は全体を通して約 75 名で，20 教育機関の担当者・学生スタッフが参加した。 
第一回の HOUSE 会議では，参加型の「グッドプラクティス共有」を念頭に，3 つのテ
ーマ（イベント・快適な環境・教育）について各テーブル（5 人～8 人）で共同ワークを





   
 
























 1 点目は，平成 30 年 4 月より，留学生担当教員 4 名が新宿舎アドバイザーを兼任し，
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小平国際学生宿舎の RA 担当教員が 2 名，CA 担当教員が 1 名，国立市にある国際交流会
館 3)RA 担当教員が 1 名配属された。従来は，宿舎主事（各宿舎 1 名）と職員（1～2 名）
の体制で学生スタッフのサポートが行われていたが，より多くの教員の指導が可能になり，
研修内容の充実が見込まれる。 
 2 点目は，新 RA 代表から依頼を受け，平成 30 年 3 月に初めて RAM(RA の Manager
























学生から寄せられたアンケート調査を通じて，RA 自身から，RA のやりがい，RA として
の資質について聞き出すことができた。また HOUSE 会議の事後アンケートからは，RA
制度に対する関係者の想いや意識を垣間見ることができた。 
今後は，これらの RA のやりがい，資質をどう伸ばしていくのか，RA への教育的配慮
の検討が不可欠である。現状では RA 実務に特化した研修が主に実施されており，RA の
継続的な学びの質と教育的効果を向上させるためには，彼らの主体性を尊重する反面，大
− 104 −












tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/studentlife/05/studentlife0501/ ）＜2018 年 8 月
28 日アクセス＞ 
2) International Christian University (2017) 「新学生寮 樅寮・楓寮」（https://www.
icu.ac.jp/campuslife/dormitories/new2017/）＜2018 年 8 月 28 日アクセス＞ 
3) 国立国際交流会館は，大学院生・大学院研究生の留学生を対象とした学生寮である。
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学部は外国語学部と経済学部の 2 学部，学生数 2，852 名，教員数 121 名，大学事務局
の職員数は 82 名である。また，留学生が 33 カ国から 434 名在籍し，学生数の 15％を占
めている 1)。 
グローバルドミトリーの定員は 330 名であり，居住者数は年度によって異なるが，2018
年 5 月現在では全学生の 10.5％にあたる 302 名が居住している。留学生比率は 53％とな
っていて，居住者の出身国は 15 カ国で，台湾，中国，韓国の学生が留学生全体の 4 分の 3
を占める。留学生の所属は，学部生，大学院生，別科日本語研修課程生，特別聴講生であ
る。 
 学寮は大学の敷地内にあり，4 つの建物から構成される。2013 年に竣工した A・B・C
棟はエントランスを共有し，女子棟，男子棟に分かれる（図１参照）。1 ユニット 6 名で構
成され，グリーン・ビュー・ラウンジ（リビング），キッチン，シャワー・ルーム等を共有
する（図 2 参照）。D 棟は既存の学寮で，入口とフロアが男女によって分けられ，廊下に




















各階 4 つのユニットで構成され，4 人のユニットリーダーのうち 1 名がフロアリーダーと
なる。ユニットリーダーはボランティアで，フロアリーダーは半期で 5 万円の寮費減免が
ある。男女比はユニットの数によって決まるため，定員の寮生が入寮した場合，ユニット
リーダーは男子 22 名，女子 33 名，フロアリーダーは男子 6 名，女子 8 名である。留学生
でユニットリーダーを務める学生もいるが，7 名程度と少数である。 
 ユニットリーダーの中から，「寮役員」として，議長，書記，会計を男子，女子それぞれ
















任期は 4 月から 1 年間となっているが，留学等の理由で退寮するユニットリーダーもい


















 ユニットリーダーを育成するための研修は年 3 回行われている。まず 2 月にユニットリ
ーダーセミナーパート 1 が行われる。「パート 1」は新旧ユニットリーダーの引継会という
位置づけで，ユニット運営でおこる問題点をリーダー同士で共有，教職員による講話，寮
役員決めを行う。 
























5 月から 6 月にかけて寮教育委員会の教職員，および学生支援グループの職員によるユニ
































































































































(1) 第 1 章から第 5 章の概要 
以上の各章においては，米国，日本，中国の大学における学寮に関して，歴史的な展開
や現状及び課題などについて，各執筆者の設定した多様な観点から，その実像を照射して
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Program in Higher Education 
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This document focuses on the Residence Life Program in higher education. A 
paradigm shift from teaching to learning has facilitated significant changes in 
higher education. Student affairs and services have regained attention as a feature 
of educational systems that facilitate an improvement in student learning 
outcomes, including human development globally. In particular, the Residence 
Life Program is symbolic of changes in student affairs and services. Residence 
Life plays a crucial role in student learning and life on campus. However, it also 
faces pressure to promote this educational approach for students despite the 
challenges of efficient management and a shortage of resources. 
This document considers the case of the Residence Life Program in Japan, the 
USA, and China. These three countries have a different student character and 
social background to higher education. We explore the contexts and processes of 
the development of the Residence Life Programs in diverse environments 
surrounding higher education.  
Residence Life Programs have various styles in each country. There are high 
expectations in the Residence Life Program because students can communicate 
with other students and faculty in the program, and in the classroom. Resident 
assistants have an essential role in building this community. The common tasks in 
three countries are developing student leaders and professionals who facilitate 
student learning through the educational approach of the Residence Life Program 
and evaluate and assess the programs based on the student learning outcomes. 
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